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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

提出会社の経営指標等

回次
第43期

第３四半期累計期間
第44期

第３四半期累計期間
第43期

会計期間
自　平成25年１月１日
至　平成25年９月30日

自　平成26年１月１日
至　平成26年９月30日

自　平成25年１月１日
至　平成25年12月31日

売上高 　(千円) 41,613,684 42,086,661 56,230,518

経常利益又は経常損失(△) 　(千円) 380,472 △ 4,534 1,004,067

四半期(当期)純利益 　(千円) 500,211 483,657 856,242

持分法を適用した
場合の投資利益

(千円) ― ― ―

資本金 (千円) 1,080,000 1,080,000 1,080,000

発行済株式総数 (株) 19,400,000 19,400,000 19,400,000

純資産額 (千円) 35,036,705 34,999,510 36,250,299

総資産額 (千円) 46,314,561 46,975,841 47,657,309

１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) 26.99 26.09 46.19

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― 40.00

自己資本比率 (％) 75.6 74.5 76.1
 

 

回次
第43期

第３四半期会計期間
第44期

第３四半期会計期間

会計期間
自　平成25年７月１日
至　平成25年９月30日

自　平成26年７月１日
至　平成26年９月30日

１株当たり四半期純損失(△) (円) △ 3.20 △ 13.96
 

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移について

は記載しておりません。

２　持分法を適用した場合の投資利益は、関連会社がないため記載しておりません。

３　売上高には消費税等は含まれておりません。

４　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

 

２ 【事業の内容】

当第３四半期累計期間において、当社グループ(当社及び当社の非連結子会社)が営んでいる事業の内容に重要な変

更はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期累計期間において、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」から重要な変更が

あった事項は、以下のとおりです。

なお、文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものです。

また、以下の見出しに付された項目番号は、前事業年度の有価証券報告書における「第一部 企業情報　第２ 事業

の状況　４ 事業等のリスク」の項目番号に対応したものです。

　

(7) 厚生年金基金の解散によるリスク

当社の加入する東京都家具厚生年金基金(代行型総合基金)は、平成26年９月22日開催の代議員会において特例解

散が決議されました。解散に伴い発生する損失に備えるため、概算見積り額５億７百万円を厚生年金基金解散損失

引当金として平成26年12月期第３四半期に計上いたしますが、金額の確定は同基金の清算業務終了時点の平成27年

11月頃となるため最終的な当社負担額は変動する可能性があります。

　

 
２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

当第３四半期累計期間は、緩やかな景気回復基調が続く中、個人消費においては前半に消費税率引上げに伴う駆け

込み需要が発生し、後半はその反動により、弱い動きになりました。

このような環境のもと、当社では、中期的な観点でのブランドイメージの再構築とともに、消費税率引上げ前の需

要取り込み、及び引上げ後の需要喚起のための諸施策に取り組みました。

ブランドイメージの再構築につきましては、「確かな価値との出会い」を機軸に、当社が消費者に「より良い住空

間を提供する存在」として認知していただけるよう積極的な広告活動を行いました。

販売促進につきましては、周年催事の開催、大型店を中心とした新たな店舗内専門店やギャラリーのオープン、短

期的な需要喚起策としてマス媒体の追加的投入などを行いました。また、当社ウェブサイトではインテリア相談のた

めの来店予約を促すオンラインツーオフライン施策を開始し、当社の強みであるコンサルティングサービスをより便

利にご利用いただける環境を構築するなど需要獲得に努めました。

以上の結果、売上高は420億86百万円(前年同期比1.1％増)となりました。主な内訳は、店舗が411億69百万円(前年

同期比0.4％増)、コントラクトが８億68百万円(前年同期比58.3％増)となっております。売上総利益は、231億93百万

円(前年同期比0.5％増)となりました。販売費及び一般管理費は233億31百万円(前年同期比2.3％増)、営業損失は１億

38百万円(前年同期は２億55百万円の利益)、経常損失は４百万円(前年同期は３億80百万円の利益)となりました。四

半期純利益は、投資有価証券売却益の特別利益14億６百万円、厚生年金基金解散損失引当金繰入額等の特別損失６億

円の計上により４億83百万円(前年同期比3.3％減)となりました。
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(2) 資産、負債及び純資産の状況

① 資産

当第３四半期会計期間末における総資産は469億75百万円となり、前事業年度末と比較して６億81百万円(1.4％)の

減少となりました。

これは主に、現金及び預金の増加30億48百万円、受取手形及び売掛金の減少７億91百万円、投資有価証券の減少30

億24百万円によるものです。

 

② 負債

当第３四半期会計期間末における負債は119億76百万円となり、前事業年度末と比較して５億69百万円(5.0％)の増

加となりました。

これは主に、支払手形及び買掛金の減少３億84百万円、未払法人税等の増加３億66百万円、厚生年金基金解散損失

引当金の増加５億７百万円によるものです。

 

③ 純資産

当第３四半期会計期間末における純資産は349億99百万円となり、前事業年度末と比較して12億50百万円(3.5％)の

減少となりました。

これは主に、四半期純利益による利益剰余金の増加４億83百万円、配当による利益剰余金の減少７億41百万円、そ

の他有価証券評価差額金の減少９億93百万円によるものです。

自己資本比率は前事業年度末と比較して1.6ポイント低下し74.5％となりました。

 

(3) 研究開発活動

該当事項はありません。

　

(4) 主要な設備

前事業年度末に計画中であった主要な設備の新設について、当第３四半期累計期間に完了したものは、次のとおり

であります。

事業所名
(所在地)

設備の内容
帳簿価額
(百万円)

資金調達方法 完了年月

本社
(江東区)

システム開発 180 自己資金 平成26年３月

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 43,000,000

計 43,000,000
 

 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成26年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成26年11月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 19,400,000 19,400,000
東京証券取引所　
ＪＡＳＤＡＱ
（スタンダード）

 

完全議決権株式であり、権利内
容に何ら限定のない当社におけ
る標準となる株式です。
なお、単元株式数は100株となっ
ております。

計 19,400,000 19,400,000 ─ ─
 

 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

　平成26年７月１日～
　平成26年９月30日

─ 19,400,000 ─ 1,080,000 ─ 3,690,470
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(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

 

(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載する

ことができないことから、直前の基準日(平成26年６月30日)に基づく株主名簿による記載をしております。

① 【発行済株式】

   平成26年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ─ ─ ─

議決権制限株式(自己株式等) ─ ─ ─

議決権制限株式(その他) ─ ─ ─

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式　　

864,400
─

権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式です。

完全議決権株式(その他)
普通株式

18,531,100
185,311 同上

単元未満株式
普通株式

4,500
─ 同上

発行済株式総数 19,400,000 ─ ─

総株主の議決権 ─ 185,311 ─
 

(注) 「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式34株が含まれております。

 

 
② 【自己株式等】

平成26年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社大塚家具

東京都江東区有明三丁目
６番11号

864,400 ─ 864,400 4.46

計  864,400 ─ 864,400 4.46
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２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間においての役員の異動は、次のとおりであります。

(1) 新任役員

該当事項はありません。

 

(2) 退任役員

該当事項はありません。

 

(3) 役職の異動

　

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

代表取締役会長兼社長 代表取締役会長 大塚　勝久 平成26年７月23日

取締役 代表取締役社長 大塚　久美子 平成26年７月23日

取締役専務執行役員営業本部長 取締役常務執行役員営業本部長 大塚　勝之 平成26年８月８日

取締役上席執行役員流通本部長 取締役上席執行役員商品流通本部長 佐野　春生 平成26年８月８日

取締役執行役員営業副本部長
兼営業推進部長

取締役執行役員営業副本部長
兼有明本社ショールーム店長

渡辺　健一 平成26年８月８日
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間(平成26年７月１日から平成26年

９月30日まで)及び第３四半期累計期間(平成26年１月１日から平成26年９月30日まで)に係る四半期財務諸表について

は、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について

「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第64号)第５条第２項に基づ

き、当社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目から見て、当企業集

団の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を誤らせない程度に重要性が乏しいも

のと判断し、四半期連結財務諸表は作成しておりません。

  なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。

    資産基準           0.7％

    売上高基準         0.1％

    利益基準           4.3％

    利益剰余金基準     0.5％

  ※会社間項目の消去後の数値により算出しております。
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成25年12月31日)
当第３四半期会計期間
(平成26年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 7,431,413 10,480,235

  受取手形及び売掛金 3,242,052 2,450,509

  商品 14,801,988 14,769,637

  その他 1,121,640 1,303,654

  貸倒引当金 △2,020 △1,520

  流動資産合計 26,595,075 29,002,516

 固定資産   

  有形固定資産 2,855,438 2,758,919

  無形固定資産 120,543 205,728

  投資その他の資産   

   投資有価証券 11,767,199 8,742,849

   差入保証金 6,127,334 6,077,949

   その他 193,318 189,478

   貸倒引当金 △1,600 △1,600

   投資その他の資産合計 18,086,252 15,008,677

  固定資産合計 21,062,233 17,973,324

 資産合計 47,657,309 46,975,841

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 3,587,941 3,203,757

  未払法人税等 202,812 569,525

  賞与引当金 88,058 274,962

  販売促進引当金 33,909 34,231

  その他 4,520,794 5,218,873

  流動負債合計 8,433,515 9,301,350

 固定負債   

  役員退職慰労引当金 481,434 477,578

  厚生年金基金解散損失引当金 ― 507,106

  資産除去債務 348,099 339,592

  その他 2,143,960 1,350,703

  固定負債合計 2,973,494 2,674,980

 負債合計 11,407,010 11,976,331

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 1,080,000 1,080,000

  資本剰余金 3,690,470 3,690,470

  利益剰余金 28,259,122 28,001,357

  自己株式 △800,855 △800,876

  株主資本合計 32,228,737 31,970,950

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 4,021,562 3,028,559

  評価・換算差額等合計 4,021,562 3,028,559

 純資産合計 36,250,299 34,999,510

負債純資産合計 47,657,309 46,975,841
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(2) 【四半期損益計算書】

【第３四半期累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期累計期間
(自 平成25年１月１日
　至 平成25年９月30日)

当第３四半期累計期間
(自 平成26年１月１日
　至 平成26年９月30日)

売上高 41,613,684 42,086,661

売上原価 18,546,025 18,893,060

売上総利益 23,067,659 23,193,601

販売費及び一般管理費 22,812,245 23,331,792

営業利益又は営業損失（△） 255,414 △138,190

営業外収益   

 受取利息 3 8

 受取配当金 72,284 73,794

 保険配当金 45,545 49,608

 その他 16,822 20,018

 営業外収益合計 134,654 143,430

営業外費用   

 固定資産除却損 1,527 551

 保証金支払利息 1,845 1,330

 為替差損 4,807 2,094

 支払手数料 384 3,805

 その他 1,032 1,991

 営業外費用合計 9,596 9,773

経常利益又は経常損失（△） 380,472 △4,534

特別利益   

 投資有価証券売却益 206,564 1,406,618

 受取和解金 310,500 ―

 特別利益合計 517,064 1,406,618

特別損失   

 賃貸借契約解約損 ― 1,500

 減損損失 36,222 91,899

 厚生年金基金解散損失引当金繰入額 ― 507,106

 特別損失合計 36,222 600,505

税引前四半期純利益 861,314 801,578

法人税、住民税及び事業税 111,844 624,432

法人税等調整額 249,258 △306,512

法人税等合計 361,103 317,920

四半期純利益 500,211 483,657
 

 

EDINET提出書類

株式会社大塚家具(E03078)

四半期報告書

10/15



【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。

 

 

(会計方針の変更等)

該当事項はありません。

 

 

(四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

該当事項はありません。

 

 

(追加情報)

(厚生年金基金解散損失引当金)

当社の加入する東京都家具厚生年金基金(代行型総合基金)は、平成26年９月22日開催の代議員会において特例

解散が決議されたため、解散に伴い発生する損失の見込み額を計上することといたしました。

これにより、当第３四半期累計期間において、厚生年金基金解散損失引当金繰入額507,106千円を特別損失に計

上しております。

 

 

(四半期貸借対照表関係)

該当事項はありません。

 

　

(四半期損益計算書関係)

該当事項はありません。
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(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期累計期間

に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

 

 
前第３四半期累計期間
(自 平成25年１月１日
至 平成25年９月30日)

当第３四半期累計期間
(自 平成26年１月１日
至 平成26年９月30日)

減価償却費 166,345千円 153,539千円
 

 

 

(株主資本等関係)

前第３四半期累計期間(自　平成25年１月１日　至　平成25年９月30日)

１　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年３月27日
定時株主総会

普通株式 741,423 40.00 平成24年12月31日 平成25年３月28日 利益剰余金
 

 

２　基準日が当四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当四半期会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

 

　

当第３四半期累計期間(自　平成26年１月１日　至　平成26年９月30日)

１　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年３月28日
定時株主総会

普通株式 741,423 40.00 平成25年12月31日 平成26年３月31日 利益剰余金
 

 

２　基準日が当四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当四半期会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

 

 

(持分法損益等)

該当事項はありません。

 

 

(企業結合等関係)

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社の報告セグメントは、家具販売事業のみであり、他の事業セグメントの重要性が乏しいため、記載を省略し

ております。

 

 

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第３四半期累計期間
(自 平成25年１月１日
至 平成25年９月30日)

当第３四半期累計期間
(自 平成26年１月１日
至 平成26年９月30日)

　　１株当たり四半期純利益 26.99円 26.09円

    (算定上の基礎)   

   四半期純利益(千円) 500,211 483,657

   普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

   普通株式に係る四半期純利益(千円) 500,211 483,657

   普通株式の期中平均株式数(千株) 18,535 18,535
 

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 

 

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成26年11月12日

株　式　会　社　大　塚　家　具

取　締　役　会　　御　中

 

新日本有限責任監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　佐　藤　明　典　　印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　板　谷　秀　穂　　印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社大塚家

具の平成26年１月１日から平成26年12月31日までの第44期事業年度の第３四半期会計期間(平成26年７月１日から平成26

年９月30日まで)及び第３四半期累計期間(平成26年１月１日から平成26年９月30日まで)に係る四半期財務諸表、すなわ

ち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社大塚家具の平成26年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終

了する第３四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 
 

(注) １　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２　XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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